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研究要旨 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題であり、国内の抗菌薬の処方実態および薬剤耐性菌の検出状況を

把握することは重要である。令和 5 年度は、医療ビッグデータを用いて、小児の新型コロナウイ

ルス感染症や RS ウイルス感染症に対する抗菌薬の使用実態を調査した。その結果、いずれの感

染症においても抗菌薬の使用割合は経時的に減少していることを確認した。さらに、公開データ

（JANIS など）を用いて、抗菌薬の処方実態と耐性菌の分布を分析したところ、いずれも西高東

低の傾向にあることが確認された。 

令和 6 年度は、小児抗菌薬適正使用加算の長期効果の推定を行った。加算の導入群では非導

入群と比較し、4 年間で抗菌薬使用が 19.5%減少した一方で、外来受診、時間外受診、入院、

医療費は増加せず、安全な医療政策であることが確認された。令和 6 年 10 月にレセプト情報・

特定健診等情報データベース（National Data Base：NDB）が到着しており、同年 12 月より解

析を開始している。 

令和 7 年度は NDBを用いて 2011～2023 年度の抗菌薬の処方実態の把握、および抗菌薬の処

方実態と耐性菌の分布の要因分析を進める予定である。上記を踏まえ、薬剤耐性感染症対策に

関わる標準モデルの策定・推進に関わるガイダンス作成のためのデータを集積する。 

 

Ａ. 研究目的 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題であり、日本政

府 は 2016 年 4 月 に 薬 剤 耐 性 (AMR, 

antimicrobial resistance)対策アクションプラン

を発表した [1]。この枠組みの一つとして、医

療機関における抗微生物薬使用量の動向の把

握を掲げられ、その中で成果指標として、内

服抗菌薬使用量の半減が数値目標とされてい

る。これまでの本邦の大規模調査において、

内服抗菌薬の処方が多いことが明らかになり、

AMR 対策において重要なターゲットである

と考えられている [2]。 

当研究班では AMR対策を推進するため、日

本における小児の内服抗菌薬使用実態を調査

してきた。調査の結果、内服抗菌薬は乳幼児

期（1-5 歳）に多く使用されており、抗菌薬の

種類としては第三世代セファロスポリン系お

よびマクロライド系抗菌薬が多いことが判明

した。また、これらの抗菌薬が主に処方され

る疾患名として、気道感染症が多いことも明

らかになった [3.4]。 

2018 年 4 月からは医療政策として「小児抗
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菌薬適正使用支援加算（以下、ASP 加算）」が

開始され、加算導入前後の 1 年間を比較した

結果、入院率や時間外受診を増加させること

なく、抗菌薬処方の削減に寄与したことを報

告した [5]。 

本研究では、（A）ASP 加算の長期的効果の

検証、（B）抗微生物薬処方の経年的推移、（C）

薬剤耐性菌の地域格差の評価について実施す

る。 

Ｂ. 研究方法 

（A）ASP 加算の長期的効果の検証 

1）患者対象と研究期間 

2017 年 4 月から 2019 年 3 月に出生した児を

抽出し、2022 年 5 月までの期間を追跡調査し

た。 

2）データベース 

民間業者が提供する JMDC [Japan Medical 

Data Center]/DeSC [DeSC Healthcare Inc.]デー

タベースを用いた。 

3）データの抽出項目 

性別、年齢、抗菌薬処方、薬剤処方（例：鎮咳

去痰薬）、受診、入院、時間外受診、医療コス

ト、薬剤コスト 

4) 病名の定義 

International Classification of Diseases, Tenth 

Revision code (ICD-10 code)を用いて定義した。 

5）抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品分類である

ATC 分類の J01 に該当する項目から抗菌薬を

抽出した。 

6) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOTs）を用

いて算出した。外来患者が対象の ASP 加算の

評価では、抗菌薬処方は、DOTs / 1000 person-

monthsで評価した。 

7）統計学的解析 

ASP加算の有無での比較には、propensity-score

（PS）を用いてマッチさせ、difference-in-

differences (DID) analyses を行った。統計ソフ

トは Stata software version 18.1 (StataCorp LP, 

TX, USA).を用いた。 

8）倫理的配慮 

国立成育医療研究センターの倫理委員会で承

認を得た（2022-176）。 

 

（B）抗微生物薬処方の経年的推移 

B-1：全国での薬剤疫学の検討 

1）患者対象と研究期間 

2011 年～2021 年までの 15歳未満の小児。 

2）データベース 

レセプト情報・特定健診等情報データベース

（NDB）［6］を使用する。 

3）データの抽出項目 

年齢、都道府県、抗菌薬処方、抗菌薬の種類 

4) 抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品分類である

ATC 分類の J01 に該当する項目から抗菌薬を

抽出する。 

5) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOTs）を用

いて算出した。総務省の公開している人口動

態データで除した抗菌薬処方密度（DID：DOTs 

/ 1000 inhabitant days）で評価する。 

6）統計学的解析 

統計ソフトは Stata software version 18.1 

(StataCorp LP, TX, USA).を用いる。 

 

B-2：ウイルス感染症での抗菌薬処方実態 

代表的な呼吸器ウイルスである RS ウイルス

感染症、新型コロナウイルス感染症（COVID-

19 ）の患者について検討を行った。 
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［RS ウイルス感染症］ 

1）患者対象と研究期間 

2018 年 4 月～2022 年 10 月までの 5 歳未満の

小児。 

2）データベース 

MDV [Medical Data Vision]データベースに登

録されている入院患者。 

3）データの抽出項目 

年齢、性別、基礎疾患、抗菌薬処方、抗菌薬の

種類、処方薬（気管支拡張薬・ステロイド等）。 

4) 抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品分類である

ATC 分類の J01 に該当する項目から抗菌薬を

抽出した。 

5) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOTs）を用

いた DOTs / 100 patient days(100 PD)や該当患

者における抗菌薬の使用割合（%）で評価した。 

6）統計学的解析 

統計ソフトは Stata software version 18.1 

(StataCorp LP, TX, USA).を用いた。 

7）倫理的配慮 

国立成育医療研究センターの倫理委員会で承

認を得た（2022-176）。 

 

［新型コロナウイルス感染症］ 

1）患者対象と研究期間 

2020年 1月～2022年 10月までの 15歳未満の

小児。流行期を第 1 波～第 7 波に分けて検討

した。 

2）データベース 

MDV[Medical Data Vision]データベースに登

録されている入院患者。 

3）データの抽出項目 

年齢、性別、基礎疾患、抗菌薬処方、その種類。 

4) 抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品分類である

ATC 分類の J01 に該当する項目から抗菌薬を

抽出した。 

5) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOTs）を用

いた DOTs / 100 patient days(100 PD)や該当患

者における抗菌薬の使用割合（%）)で評価し

た。 

6）統計学的解析 

統計ソフトは Stata software version 18.1 

(StataCorp LP, TX, USA).を用いた。 

7）倫理的配慮 

国立成育医療研究センターの倫理委員会で承

認を得た（2022-176）。 

 

（C）薬剤耐性菌の地域格差の評価 

1）研究期間 

2018年から 2022 年 

2）データベース 

厚生労働省院感染対策サーベイランス Japan 

Nosocomial Infections Surveillance: JANIS およ

び薬剤耐性ワンヘルスプラットフォーム

（AMR 臨床リファレンスセンターより公開）

を使用した。 

3）データの抽出項目 

都道府県別の抗菌薬処方量、薬剤耐性菌の検

出頻度 

4）統計学的解析 

相関係数を評価した。統計ソフトは EZR 

version 3.5.2 を用いた。 

 

Ｃ．結果 

A) ASP 加算 

本検討において抽出された約 13 万人に対し

て 48 カ月間の追跡を行ったところ、ASP 加算

導入群では非導入群と比較して、抗菌薬処方
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（DOTs）は 19.5%減少し、広域抗菌薬は 24.4%

減少した（図 1, 2）。一方、外来受診、時間外

受診、入院、医療費は増加しなかった。 

また、加算の算定回数と抗菌薬の削減効果を

みると加算算定 5 回目から抗菌薬の削減効果

がプラトーになり、加算回数が 10 回を超える

と全医療費が増加する結果が得られた（図 3, 

4）。 

 

B）抗微生物薬の経年的推移 

B-1：全国での薬剤疫学の検討 

令和 6 年 10 月にレセプト情報・特定健診等情

報データベース（National Data Base：NDB）が

到着しており、我々の研究グループが過去に

実施した分析手法 [3.4]を用いて、同年 12 月

より解析を開始している。令和 7 年度での結

果の公開を予定している。 

 

B-2：ウイルス感染症での抗菌薬処方実態 

［RS ウイルス感染症］ 

5 歳以下の RS ウイルス入院患者 50,482 症

例を対象に治療のトレンド分析を実施したと

ころ、2018 年から 2022 年にかけて抗菌薬の

使用割合は 47.3%から 38.0%に減少した（図

5）。また AMPC より広域な抗菌薬の使用割合

は 25.3%から 15.5%に減少した（図 5）。 

［新型コロナウイルス感染症］ 

15 歳以下の COVID-19 の入院患者 9,876 症例

を対象に抗菌薬の処方内容を評価したところ、

抗菌薬処方密度は第 1 波の 25.9 DOTs/100 PD

であったが第 7 波では、10.6 DOTs/100 PD に

減少した。抗菌薬の処方内訳を図 6 に示した。 

 

C）薬剤耐性菌の全国分布とリスク因子 

全国の抗菌薬処方状況は西高東低の分布であ

った（図 7）。また第 3 世代セフェム耐性大腸

菌やキノロン耐性大腸菌も類似した分布を取

っていた（図 8, 9）。 

 

 Ｄ. 考察 

本研究チームでは、（A）ASP 加算の長期的

効果の検証、（B）抗微生物薬処方の経年的推

移、（C）薬剤耐性菌の地域格差の評価を軸と

して大規模データベースを用いて検討を行っ

ている。 

（Ａ）ASP 加算の導入の効果を 4 年間の追跡

による長期効果について検証した。全抗菌薬

処方、広域抗菌薬を長期的にも減少させる効

果が認められた。一方、外来受診、時間外受

診、入院、医療費は増加させず、本加算の安全

性も確認された。また加算の算定回数による

抗菌薬の削減効果についても検証を行い、今

後の政策提言に関わりうる重要なデータを提

供することができた。 

（Ｂ）ウイルス感染症には抗菌薬が無効で

あるが、二次性の細菌感染症を念頭においた

抗菌薬投与の実態についてはデータが乏しい

のが現状である。今回 RS ウイルス感染症患

者における抗菌薬の処方実態を調査した。抗

菌 薬 処 方 頻 度 は 経 年 的 に 減 少 傾 向

（47.3%→38.0%）であり、さらに広域抗菌薬

も減少傾向となっていた。一方で、米国での

処方頻度は、2015 年から 2018 年で 14－18％

であった［7］と報告されており、日本での使

用頻度はまだ改善の余地があると思われる。 

また、小児の COVID-19 入院患者では、第 1

期では重症者の治療というより、社会的入院

を中心とした軽症者多かったにも関わらず、

抗菌薬の処方頻度が高かった。この理由とし

て、COVID-19 パンデミックの初期は SARS-

CoV-2 や COVID-19 に関して未知のことが多

く、二次性の細菌感染を恐れて使用されてい
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たと考えられる。その後、COVID-19 の小児に

おける疫学データが集積するにつれ、二次性

細菌感染症が多くないことが広く周知され、

経時的に抗菌薬の使用が減少していたと思わ

れる。COVID-19 における抗菌薬使用の内訳

は、本邦の小児の気道感染症への抗菌薬実態

［3, 4］と類似しており、マクロライド、セフ

ェム系が多かった。また、マクロライド系抗

菌薬に関しては、経時的に処方が減少してい

たことを確認した。 

なお、全国的な抗菌薬処方状況については、

令和 6 年 12 月より NDB の解析を開始してお

り、来年度の公開を予定している。 

（Ｃ）都道府県別の抗菌薬使用量は、西日本・

九州で多い傾向が見られた。抗菌薬処方量の

地域差に関係する因子を検討した報告では、

感冒への処方頻度が多いこと（adjusted rate 

ratio 1.21 [1.10-1.34]）、女性（adjusted rate ratio 

1.04 [1.01-1.08]）との関連が報告されている

［8］。今後、より重点を絞った啓発活動の必

要性が示唆された。また、第３世代セフェム

およびキノロン耐性大腸菌の分布も西日本・

九州で多い傾向が見られていた。抗菌薬の処

方量と薬剤耐性菌の関連については、おそら

く相関すると考えられているものの、菌種に

よって異なる可能性があり、今後菌種ごとの

相関性について評価していく。 

 

Ｅ．結論 

医療ビッグデータを用いて、ASP 加算の長期

的な効果、代表的なウイルス感染症である RS

ウイルスや COVID-19 における抗菌薬の使用

実態、全国の耐性菌の分布を把握した。今後、

NDB を用いた全国での抗菌薬の処方実態の

把握、全国の耐性菌の分布の要因を分析して

いく予定である。 
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Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 ：なし  

2. 実用新案登録 ：なし  

3. その他 ：なし  

 

図 1：ASP 加算導入群（橙色）と非導入群（青

色）の全抗菌薬処方 

 

図 2：ASP 加算導入群（橙色）と非導入群（青

色）の広域抗菌薬処方 

 

図 3：ASP 加算の導入群と非導入群の抗菌薬

処方の差 

 

 

 

 

 

 

図 4：ASP 加算の導入群と非導入群の医療費

の差 

 

図 5. 2018－2022 年の RS ウイルス感染症で入

院した患者への抗菌薬の処方頻度と狭域抗菌

薬の推移（縦軸は共に%） 

 

図 6. 入院した 15 歳以下の COVID-19 に対す

る抗菌薬の処方頻度と内訳）（重複含む） 

：第 1 期～第 7 期にかけて（縦軸は%） 
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図 7： 都道府県別の抗菌薬使用量 

 

図 8.CTX 耐性大腸菌 

 

図 9. LVFX 耐性大腸菌 
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